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I. 現代監査の任務
1. 経済界における影の立役者
"CPA"をご存じですか，と聴いても十のうち八， 九の方は，知らないと
答えられるかと存じます。これは，英語の "CertifiedPublic Accountant" 
50(172) 第 36巻第 2 号
の頭文字を取ったものでいまやアメリカと同じように，日本でも省略して，
シービーエーと通称で呼ばれている公認会計士のことです。
いまから十年近い前ですが，アメリカでベストセラーになり，その翻訳で
我が国においても紹介された「ビッグ・エイト」（マーク・スティープンス
著／明日山・信共訳，昭和58年， 日本経済新聞社）という本があります。こ
のビッグ・エイトというのはアメリカに本拠を構えて，その組織と活動を全
世界に広げている「八大会計事務所」（今ではさらに統合されて六つになっ
ている）のことを指している訳ですが，例えば，ニューヨーク証券市場上場
会社の売上高総額の94彩，税金支払総額の90彩はビッグ・エイトの顧客先で
占められており，石油業界でいえば七大メジャーである「セプンシスクー
ズ」になぞらえるかと思います。さらに申し上げるならば，この会計事務所
に所属する公認会計士である職員で，日本の経済界に上陸して大活躍を続行
中の数は，いうに 1,000名を越えている（十年前に）のであります。
ところが，この本の書きだしを見ますと，公認会計士の活躍については，
アメリカにおいても多くの人々の関心外の問題に過ぎないことがわかりま
す。卜書きに「ビッグ・エイト？ フットボールの連盟にそんなのありまし
たっけ…」とあって，次のようなエビソードが紹介されます。少し長くなり
ますが，引用させて戴きます。
「アカデミー賞受賞式の光景
ハリウッドからの生中継ーーアカデミー賞受賞式。照明・音楽。オスカー
像・涙また涙。そして『ありがとう』の声また声。
ジョニー・カーソン さあ，いよいよ主演女優賞です。賞をお渡しするの
は，これまで二度オスカーを獲得し今宵も第三位に推されている殿方とこ
れまた，かつてオスカー賞に輝いたご婦人のお二人です。お二人はともに
ドラマだけでなくコメディーにおいても，ユニークで素晴らしい才能の持
ち主としてしられておりますが，共演されるのは今宵が初めてです。その
お二人とは，ジャック・レモンとクロリス・リーチマンです。
音楽 『酒と薔薇の日々』
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（ジャック・レモンとクロリス・リーチマン登壇）
ジャック・レモン 賞をお渡しする前に，アカデミー賞の投票の仕組みを説
明しておきましょう。アカデミー協会の会員は，各自年間の優秀作品を五
つ推薦できます。作品賞以外については，協会の各部会の委員の投票で決
めます。たとえば，脚本家は年間優秀脚本を五つ推薦し，同様に，男優は
男優を，監督は監督について投票します。
クロリス・リーチマン そして最終の選定は以上のようにして推薦されたも
のについて全会員の投票により行います。投票用紙は協会の会計監査人で
あるプライス・ウォーターハウスの元へ送られ，そこで集計されます。投
票の結果を入れた封筒がこれから開けられますが，いま現在，その結果を
知っているのはプライス・ウォーターハウスだけです。では，秘密の封筒
の番人であるプライス・ウォーターハウスのフランク・ジョンソンをご紹
介します。
（拍手の中を，フランク・ジョンソンが入場）
タキシードに身を固めた端正な男が粋な有名人に封筒を渡す――—ほとんど
のアメリカ人にとって， ビッグ・エイトの仕事を目の当たりにする唯一の光
景である。実際，大抵の人間はビッグ・エイトについては，この会社だけ，
それも名前—プライス・ウォーターハウス—しかしらない。しかも，そ
れを，年に一度テレビのビッグ・ショーで活躍する秘密探偵社か何かと思っ
ているのである。
ビッグ・エイトが一般にしられていないこと，また，それをフットボール
連盟の一つか何かと思っている人間がいることには本当に驚かされる。ヒ‘‘ッ
グ・エイトのなかで一社だけは広く名前を知られているというが，その理由
がオスカー・ショーに10秒間登場するからというのではいただけない。ただ
し，ビッグ・エイトが，史上最高の視聴率を誇るテレビ番組で無料宣伝をや
り，また，世界で最も権威のある映画賞の投票を管理しているということ
は，なかなか意味深長ではある。」
以上が，マーク・スティーブンス著「ビッグ・エイト」からの引用でした
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が，一般の人々にとって，公認会計士の活躍というものがいかに目に見えて
いないかという証明と言えるかもしれません。この事情は，特別に，例えば
大学の商学部で監査論を勉強して優をとった（講義を適当にさぽって良以下
の成績をとった者は除かれる）者であるとか，上場会社の経理課や監査課に
いて，公認会計士の監査に立ち会ったことのある人とか，あるいは公認会計
士の資格試験に挑戦したことのある，そういった人々を除けば，おそらくわ
が国においても変わるものではないと思います。私共の経験に基づきまして
も言えることですが，会社勤めでありましても，技術畑の方は当然のことな
がら，法律や経済関係で活躍されているトップクラスの人々の中でも，かな
り中途半端な理解しか示さない方々が多いようにみうけます。
変動の激しい世の中を見ますに，こういった世界を動かしているのは誰か
と問うならば多くの人々は，それぞれの立場から，あるいは資本家であり，
政治家であると答えるでしょうし，あるいは国民大衆であると答えるのが普
通かと思います。
そして，資本家といえば，大企業の経営者を指し，政治家といえば，大統
領や議員を思い浮かべるに相違ないかと存じますし，とはいえ，ゴルバチョ
フやブッシュ大統領を支えているのは国民大衆の人気であり，わが国の経済
的繁栄は国民大衆の営々たる勤勉な努力の賜物であるとの考えもあるでしょ
う。
国民大衆である我々の偉大なる功績は，今のところ棚上げさせて戴くとし
て，さて，世界の指導的立場におかれたトップといえども自分一人では力を
発揮することができません。大規模化し，複雑化した現在の世界にあって，
方針を樹立し，政策を企画・立案し，加えてそれに助言を与えることのでき
るブレーンが必要とされます。優れたブレーンが，確固とした方針や政策を
立てることができて，初めてトップはリーダーシップを発揮し国家や企業の
舵取りを可能にすることができるのです。ですから，考えようによっては今
の世の中は，こうしたブレーンによって動かされていると言えるかもしれま
せん。
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そして，そのプレーンの中で最も強力な社会的勢力の一つといえるのが，
最初に紹介したビック・エイトなのです。 これはまさに， 公認会計士とい
ぅ，職業的専門家の大集団であります。公認会計士は，米国においては，医
者や弁護士と並んで「プロフェッショナル」と称され，名声・金銭にも恵ま
れ，将来も有望な職業として，学生達にも極めて人気の高い職業とされてい
るのです。また，伝統からいえば，米国よりもかなり古いところの英国にお
いても，この公認会計士（この国では勅許会計士とよばれている）は，船長
・医者・国会議員とならんで，誉れ高い八大職業の一つに数えられているの
であります。
2. わが国公認会計士職業の現状
さて，ここで，わが国の公認会計士について，ある程度説明しておかねば
なりません。 さもないと， 我が国全体を覆う， 公であれ， 私的なものであ
れ，監査制度の中にあって，企業の監査がどのように位置づけられている
か，理解がなかなか困難になるからであります。
わが国は，戦後の経済再建，外資の導入，証券投資の民主化，産業金融の
適正化を図るため，企業の経理を適正にし，かつ開示する必要性が提唱され
その担い手として相応しい企業会計の監査人が要望されました。そのため，
昭和23年に公認会計士法が制定され， 国家試験および実務補習制度によっ
て，十分な学識と経験を備えていると認められた者だけが公認会計士となる
ことができ，厳正公平な外部監査人を育成しうることとなったのでありま
す。公認会計士は，他人の求めに応じ報酬を得て会計に関する諸業務を行う
職業専門家でありますが，諸業務のうち財務書類の監査または証明を行う業
務が最も重要でありまして，これこそが公認会計士の独占的識業と呼ぺるも
のであります。
したがいまして，公認会計士の適格性という場合，学識・技術的能力•実
務経験を十分に保持することが当然の前提となりますが，その他に「独立性
の保持」と言う極めて厳しい条件が要求されるのです。独立性の保持には，
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身分的独立性や利害関係上の独立性といった「経済的な独立性」が求められ
ますが， その根本には， 善の意識をもって社会に奉仕する「精神的な独立
性」をば，プロフェッショナルな感覚として体得せねばならないといわれて
おります。
なお，公認会計士は，証券取引法や商法に基づいて企業の会計監査を行う
訳ですが，この他に税務相談や税務代行を業とするばかりでなく，経営全般
に関わる診断・立案・助言あるいは指導にもたづさわっているのです。現
在，公認会計士は数はほぼ8,500人におよぼうとしており（現在，米国では
約400,000人いるといわれる資格者のうち， 6割程度がプロフェッショナル
として活躍中といわれる）監査法人も90社近い数となり，数百人の公認会計
士を擁する監査法人も数社数えられるようになっております。
そして，これらの大監査法人は，それぞれコンサルタント会社を擁してお
り， M & A (企業合同）や国際税務の相談に乗ったり， コンビュータシス
テム導入に力を貸すなど，企業に対する経営指導に力を傾けています。
また， 日本の大監査法人は，米国のビッグ・エイトのなかのいずれかの会
計事務所と連携を組んでおり，世界の殆どの地域に，自らの社員を派遣して
いるのが現状です。そういう意味において，わが国の監査法人も国際化の波
をかぶってきている訳です。
皆様も御存知のとおり，わが国の世界にたいする経済進出は，今や厳しい
批判にも曝され，またなりふり構わぬ利益収奪に多くの盤楚を買う有り様で
はありますが，このような世界の孤児となるような経済政策は，いつまでも
続く訳にはまいりません。いづれはバランスをとった貿易立国への道程を模
索し，健全な経済大国への道を切り開いて行くと信じております。
しかし，目下の経済的展開のなかにあって，残念ながら，企業活動の拡大
に対しては日本の公認会計士の供給が追いつかないのが現状と言えるでしょ
う。「経済の進むところ監査あり」といわれます。 ところが日本の公認会計
士の数は，会計士補を加えても漸く 1万人に達したばかりであり，世界にば
らまかれて活動している，米国の20万を優に越える数の公認会計士と太刀打
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ちすることは到底不可能な状況といえるでしょう。一部分において優れて突
出しながら，他の部分において遅れをとっている，跛行的な発展の事情は，
経済・政治・文化の各分野におけるわが国の特徴であろうが，この状況は監
査制度においても決して例外ではありません。日本の公認会計士は，一人ひ
とりを見れば，極めて優秀なのですが，数の面において世界に勇飛するため
には，なお，旬日を待たねばならないでありましょう。
3. 監査が必要とされる理由
では，次に，何故監査というものが発生してきたのかを考えてみたいと思
います。
史実によりますと，古くはエジプト・バビロニャ・ギリシャの昔より監査
はあったという研究があります。「会計あるところ監査あり」と申します
が，文明の生まれるところでは，当然のことながら経済的生活も発達してい
るものと考えることができます。それゆえ「会計あるところ監査あり」とい
う言葉は「文明あるところ監査あり」と言いかえても何の不思議がありませ
ん。
さて，それでは文明が発達すると，何故監査が生ずることになるのでょう
か。
ここでは，取り敢えず私達が生活しているこの社会の仕組みについて考え
て見たいと思います。さて，人がある目的をもって二人以上集まると社会が
形成されます。小はテニスのグループや人形教室から，大は地方自治体や国
家に至るまで，人は何処でも何時でも常にいくつかの社会に帰属して生活を
営んでおります。社会における生活とは，基本的には人間対人間の関係を保
っていきながら，個人として行動したり，または集団として行為を行ったり
するところの，人間の共同生活を意味しています。
この社会にあっては，人はそれぞれの役割を持つことで人間関係を保って
います。テニスのグループでは，コーチをする人，コーチを受ける人，人形
教室に集う人々は，それを教える人，それを習う人，というように，一定の
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目的を達成するため，集団を形成して行動をします。そして，この集団を形
成している人々は，あるいは他の人々に対して上位の関係にあったり，下位
の関係にあったり，あるいはまた，同等の関係を保ちながら，その人間対人
間の関係の中でなんらかの役割を果たしているのです。
人は，それぞれいくつかの社会に重層的に組み込まれながら多面的な生活
を営んでいますが，いずれの社会においても，なんらかの形で見受けられる
のは経済関係であります。消費のみを専らとする集団であれ，生産を主とす
る集団であれ，消費•生産・分配・交換等がなんらかの形で行われている限
り，それを経済社会と呼ぶことができます。
さて，この経済社会を構成している人・集団，たとえば国・地方自治体・
企業・組合などの間，あるいはその内部の人や部署の間には，様々な利害関
係が発生します。分業・協業・交換・競争・労使問題などにより生ずる，経
済上の利害関係がこれであります。
そこで，今，問題を企業の観点にたって整理してみますと，経済社会が発
展し，企業の規模が拡大しかつ複雑化するに従って，不特定多数の人々や，
他の多くの経営体は否応なしにそれらの企業と経済的な関係を結ぶことにな
ります。その企業に投資する株主や社債権者は，その資金の運用を経営者に
預託することで，その安全性や収益性を期待するわけです。資金の融資を受
けもつ金融機関は，その回収の確実性を求めています。取引業者は自らの債
権に重大な関心を寄せるでしょう。国や市町村は，企業に対して納税義務を
強いなければなりません。
4. 経済社会に発生する利害関係の性格
企業を取り巻いている，このような環境は，時と場合によって様々の利害
関係を発生させ，特定の利害の対立をもたらすのです。利害の対立が生じる
と，その結果，一方が他方の財産や生活に損害を与えることになるかもしれ
ません。企業というものは，その経営活動を行うにあたっては，何よりも先
ず，自らの利益の追求を最優先しようとする意志が強く働いています。その
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結果，企業は，それを取り巻く利害関係者達の立場を無視したり，権利を侵
害したりする可能性が生じるのです。
企業から，日常的に遠距離に置かれている人々や集団は，どうしても企業
への監視が怠りがちになりますので，企業からの会計・業務に関する情報の
受領も不十分となり，経営者にとっては有利であっても，利害関係者にとっ
ては信頼性に乏しいものとなりかねません。
さらに，利害関係者に対するにあたっては，企業は，利害関係者の種類に
よってその相互間に，差別を付けがちであります。一部の利害関係者層がと
くに無視されたり，あるいは同じ種類の利害関係者層でありながら，特定の
有力者のみに有利な情報を提供するといった差別的な取り扱いがなされる結
果，無視された利害関係者が異常に損害をうけるといった危険性をもってい
ます。大株主や主力銀行が優遇されるのに反して，大衆株主や一般投資家に
は，情報の詳細が届きにくい傾向を持っているのです。
このように，企業と，これを取り巻く利害関係者との間に利害の対立が考
えられ，そのために後者に被害が生じたり，そのような傾向が予想される場
合に，初めて監査が要請されることになります。すなわち，経営活動を行う
企業をめぐって，利害関係者が損害を被ったか，あるいは損害を被るかもし
れない場合に，企業の責任者が，その担うべき責務を外部に明確に示すとい
う仕掛けを通じることによって，これらの利害関係者を救済するための一つ
の方法が監査である，ということができます。
今日の経済社会における企業の資金関係は次のような形態を採っていま
す。それは，信託関係としてみられる財産管理の受託者と財産を所有する委
託者・資金の貸主と借主・企業における経営者と資本主•特定の財や用役に
関する受注者と発注者という，外部者との経済的な結びつきだけに限らず，
一つの経営体の内部に発生する人的な諸関係にあっても様々な利害の対立が
見られます。すなわち，職務権限の委譲に基づく指揮命令関係を作っている
経営者と従業員・本部と部局・本社と事業部•本店と支店との間にも同じよ
うな状態が生まれます。
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5. 利害関係の調整と監査
ところで，企業の資金が，関係者の意図に従って安全かつ有利に運用され
るためには，どのような仕組みを必要とするのでしょうか。一番に大切なこ
とは，財産の管理をめぐって仕事を任せうるかどうかの関係が生ずるところ
では，資金を提供する者と提供される者との間には，確固とした信頼関係が
確立していなければならないということです。
ところが，このような信頼関係は，金銭が絡めば，親子・恋人の関係であ
ろうとも，必ずしも安泰とは言い切れないのが浮世のならいであります。と
くに，財産の管理を任した側は，多かれ少なかれ，不安な気持ちに囚われる
のが普通でありますから，このような委託側の不安の源を解消してあげない
限りは，財産の委託・受託関係の継続は不可能でありましょう。ここに登場
するのが監査であります。
委託者と受託者との間に，第三者である他の人が介入して，受託者の成し
遂げた仕事が正当であったことを証明することにより，両者間の信頼関係を
保持することに役立つために監査が生じてきたのであります。そして，これ
を担当する人を監査人と呼びます。
さて，このように，当事者間に監査が介入することによって，受託者側の
管理責任が明確になるとともに，責任解除のための根拠を与えることにな
り，その結果，委託者側に生じたかもしれない被害が防止されることになり
ます。
監査は，このようにして当事者である利害関係者の利害を調整したり保護
したりすることに役立つのです。財産の受託・委託関係をめぐって，とみに
監査の必要性が論じられるようになったのは，私有財産に基礎をおく資本主
義制度の発達にまつところが多かったといえるでしょう。
しかし，文明の進歩と商業の発展とともに，会計や簿記もそれに歩度をあ
わせて進展しましたが，たとえどんなに簿記の制度が発達し，その理論が精
密化したとしても，いや，そうなればそうなるほどに一層，それに基づく会
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計記録の正確性に確かな保証がない限りは，それは机上の空論に過ぎなくな
るでありましょう。商業の発展とともに複雑化してきた，企業の利害関係者
の利害を調整しあるいは保護するために，会計記録の正確性立証の立役者と
してここに「職業監査人」が登場してきたわけです。
このように，第三者である識業監査人が仲介することによって，他の人に
運用を委ねた財産や業務が，意図した通りに運営されていることの保証をえ
られるならば，信頼関係を基盤とする現在の経済社会は円滑に機能すること
になります。例えば，私会計を基本において運営される私企業においては，
株主や債権者が拠出している財産が誠実に管理され，効率よく利用されるこ
とによって，その財産の拠出者である利害関係者の権益は保護されるので
す。
また，目先を変えて，公の行政を取り上げるならば，公会計を基本におい
て運営されている国や地方自治体の行政にあっても，国民や市民の納めた税
金が誠実に管理され，効率よく使用されることで，行政府への信頼性が保持
される事情については，監査という立場でいうならば，私企業の場合とその
理屈において，何ら変わるものではありません。
したがって，企業や行政の管理運営について，信頼ある監査制度が充分に
整備されていることが，何よりも先ず，利害関係者の権益保護にとって不可
欠の条件となるでしょう。このことから「監査の目的は，財産運営の主体に
対して，その財産を拠出している利害関係者を保誰することである」という
ことができます。
II. 私会計監査の現況
1. 明治期における監査役の沿革
わが国の監査制度の幕開けは，公会計の監査（会計検査院一明治13年）を
もって始まるといわれてきましたが，これに続いて制度化されましたのが，
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私会計の監査制度の代表ともいえる，商法に組み込まれて実施されることに
なりました監査役監査の制度であります。
さて，商法によりますと，株式会社は，意思決定機関，業務執行機関およ
び監督機関という三つの機関に分かれ， いわゆる三権分立の仕組みによっ
て，会社経営の合目的かつ合法的な運営がなされています。意思決定機関に
は株主総会，業務執行機関には取締役そして監督機関には監査役がそれぞれ
当たることになります。このうち，監査役の機関としての地位が確立し，そ
の権限が明確になったのは，明治32年の商法改正によってであるといわれて
います。そこで，しばらく明治商法における監査役設置の経緯を追ってみま
しょう。
さて，明治時代に入ると，明治政府の殖産政策に基づいて，特別の会社を
設立するための立法化や，官営事業の民間への払い下げによる株式会社の設
立などを通じて，産業の発展に力が注がれました。このような産業界の発達
に伴い，明治政府は，わが国にも商法典の編纂を必要としたことから， ドイ
ツ人の商法学者である HermannRoeslerに商法草案を編成させ， これが
明治17年に政府に進達されたのでした。
この草案の中に，監査役の規定があって，それがわが国の監査役監査の始
まりであったといえそうです。ここでは，監査役に，取締役への業務監督と
会計検査の両方を行わせているのですが，ただし監査役は任意の機関である
とともに，株主でなければならなかったという点で，いまだ制度としては確
立しているとはいいがたい形態でした。
その後，明治23年にはいって，初めて商法が交付される事になるのです
が，その基本はロエスエルの草案を踏襲したものでした。当時は，官治国家
思想が強く，従来の封建的派閥が勢力を持っていたところへ，時勢の波に乗
る新興の企業資本集団も現れてきていまして，両者間対立しての論争に加え
て，日清戦争前後の経済社会の諸事情の変化など，会社事業に与える影響の
ため，会社の合併・買収などが盛んに行われ，破産もまた相次いで起こりま
した。
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こういった事情が重なりまして，商法は漸く明治32年6月になって施行さ
れることになります。この商法規定について，とくに監査役に限って取り上
げてみますと，それは，ここでは会社の必置機関として位置づけられまし
た。また，独立性思考も行われて取締役または支配人との兼任の禁止をうた
っています。そして監査役の任務として，取締役の執行した業務および管理
している会社財務を公平かつ誠実に監査することを旨とすべき趣旨を示した
のでした。
また，会計監査についてみますと，その対象を計算書・貸借対照表・利益
処分案としたそれまでの列挙主義を廃して，監査対象から洩れる書類のない
ように，総括的に株主総会に提出する書類としたことは，監査役の監査範囲
を拡大したものと考えてよいでしょう。
その後，十余年を経まして，明治44年に商法の大改正がなされます。この
間，規定の不備やら，解釈上の疑問点が生じていたこと，また日露戦争以後
における泡沫会社の濫設とおおくの会社の破綻などによって，商法の改正が
急がれていたのです。とくに日糖事件にみられるような贈賄や粉飾決算に対
してなんの力も発揮することのなかった監査役制度のありかたに，激しい批
判が集中したのでした。
しかし，早くから，監査役は有名無実の存在であることを識者から強く指
摘されていたこと，すなわち会計監査においても，取締役への業務監督にし
ても，その職責を十分果たすことなく形骸化していることは，多くの認める
ところでありました。広く世間一般から適材を選ぶことも求められていたの
ですが，商法そのものの改正は，全般にわたって大幅なものでしたが，監査
役制度に関しては，その任期を 1年から 2年に延長したことと監査役の任務
憬怠による損害賠償を取締役との連帯責任とした程度でのものでした。
このように，学界や実務界においては，かなり議論されたのですが，手直
しはそれほど十分でなかったことから，その後においても監査役の果たす役
割は，依然として実効なくたえず批判的論議の的となっていました。
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2. 昭和期における監査役の実像
その後， わが国の経済事情は， 第一次世界大戦 (1914~17=大正3~6
年）を契機として飛躍的な発展を遂げ，経済の構造的変革を生じたこと，さ
らにその後を襲った世界大恐慌 (1929)の影響を受けたことから，昭和13年
(1938)の商法改正を促すこととなりました。
この改正においては，株式会社の領域についても，英米法等諸外国での立
法の成果を取り入れたのですが，監査役監査制度に関しては，いくつかの問
題提起はなされました。しかし，監査役の資格について株主であることを要
しなくなった点を除けば，根本的な監査制度への改良はみられませんでし
た。
一般的に言いまして，わが国の監査役は，財界の知名士・社会的名声ある
者・専ら人事上の都合でなる者など，監査役の職責とは全く関係ない者によ
ってその地位を占められてきました。監査役は，このように無機能化した，
有名無実の会社機関にすぎない地位に置かれるという伝統的な宿命を負わさ
れて，創立期以来，大正・昭和の年代にかけて現在に至るまで存続している
わけです。
ところで，昭和20年の敗戦を契機としまして，同25年に商法改正がなさ
れ，監査役制度にも大きな変革が加えられました。明治政府の商法がドイツ
法の影響を受けて制度化されたのに替わり，昭和25年の商法改正は，アメリ
力法を大幅に導入した結果，取締役会の規定ができ，業務監査についていえ
ば，代表取締役の業務執行についての監督をこの取締役会に委ねるという形
で実施されることになり，監査役は会計監査のみを担当すればよいこととな
ったのです。
すでに，監査役監査の無機能化に対する批判として，会計監査に関しては
職業会計人に担当さすぺき必要性を強調する議論が明治末期においてもなさ
れており，その後を受けて昭和25年の改正に当たっても，監査役制度の廃止
が姐上に登ったのですが，新法における株主地位はさほど協力でないとの理
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由から，会計監査にのみ，その職務を限定して監査役の存置をなお認めるこ
とになったのです。
他方，商法監査役制度の改正とは全く別に，昭和23年の「証券取引法」の
制定，昭和24年7月の「企業会計原則」の制定，続いての昭和25年3月にお
ける証券取引法の一部改正によって，新たに財務諸表監査実施の法的根拠が
与えられたのに伴い， 昭和26年7月以降株式上場会社および有価証券5,000
万円以上公募しまたは 1,000万円以上売り出した会社（いずれも資本金1億
円以上に限りかつ金融機関を除く）に対して法定監査が実施されるようにな
ったのです。
このため，商法において監査役に残された会計監査と，証券取引法により
新たに設置されることとなった，公認会計士の会計監査とが併存することに
なり，以後多くの問題を残すこととなりました。
3. 私会計監査の問題点
さて，昭和25年における商法改正の結果，監査役は，業務監査についての
権限を失い，専ら会計監査にのみその任務は制約されることになったわけで
すが，この改正は，株式会社の監査制度についての掘り下げた検討を経た上
で，監査役監査の基本的あり方を問うといった，抜本的な改革ではなかった
ため，伝統的に有名無実といわれてきた監査役監査を一層無力なものにして
しまったといえるでしょう。
とくに，その第一の欠陥は，監査役における独立性の確保が不十分だった
ということです。たしかに監査役の選任および解任権は株主総会に与えられ
ているのですが，投機株主が増大し拡散してきたことから，個々の株主自身
が会社経営に無関心ないしは無知となってしまい，その結果として株主総会
の持つ権能は実質上取締役に牛耳られることとなったのです。
そのため，当然のことながら，取締役の職務執行を監督すべき監査役の選
任のみならず解任に至るまで，すべての点で取締役の思うままになり，監査
役の監査機能の低下と無力化に一層の拍車を掛けることとなったのでした。
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次に，第二の欠陥は，監査役から，業務監督権を奪ったことです。一般的
には，業務監督権を奪われた場合，会計監査の面においてもその実効が期し
難いという説はあり，必ずしも当をえた論議とは言い難いにしても，会計監
査の専門家ではない監査役に対して，会計監査への権限のみを与えるという
措置は，益々，監査を名目化してしまうことになります。
このことは，さらに，同時に検討を進めていた公認会計士による証券取引
法上の財務諸表監査との調整問題を未解決にしたままで将来に持ち越したこ
とになり，その結果として監査役監査を中途半端な制度においやってしま
ぃ，一層無力化への促進に手を貸してしまったといえるでょう。
他方，証券取引法上の監査は，その後，活発な進展を見せ，昭和32年1月
1日に始まる事業年度から正規の監査として完全実施されるにおよび，会計
に関する監査に限って申し上げるならば，漸くその基礎を築き始めたという
ことができるでありましょう。これに比べると，もともと素人である監査役
による会計監査は，ついにその実を挙げることができず，名実ともに必要性
を失い無意味な存在になってしまったといえます。
また，この改正によって監査役から外されることとなった取締役の業務執
行にたいする監督権は，新たに構成されることとなった取締役会に授与され
ました。これは，アメリカの取締役会制度に倣って導入されたものなのです
が，多くの非常勤から構成され，経営指揮下に属することのなく経営に強い
圧力を掛けることが可能な，アメリカのそれと比較するとき，通常，わが国
の取締役会は，殆どが平取締役によって構成され， 日常の業務においても，
取締役社長の経営指揮下に置かれている関係上，現実問題として，この取締
役会は，取締役社長の監督機関としての役割を果たすことができず，制度化
された当初より監査役の業務監査が機能していなかったことと同様の結果を
もたらしたにすぎません。
しかしながら，その後の商法改正が，さらに行われる契機となりましたの
は，昭和38年から同40年にかけての経済不況の影響を受けて，中堅企業の破
綻事件や不祥事件が発生したことによるものです。ここに，再び監査役監査
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の有り方について批判が高まり，公認会計士による監査制度との調整をはか
るための討論が開始されたのでした。
昭和38年の不況による多数の中小企業の倒産を皮きりに，昭和39年から同
40年にかけて日本特殊製鋼・サンウエーブ・日本繊維工業および山陽特殊製
鋼などの中堅企業が倒産しました。 このような大型企業の粉飾決算の結果
が，社会全般（株主・債権者・系列子会社・従業員その他消費者に至るま
で）に及ぽす影響は計りしれないものがあります。このような企業の粉飾に
基づく倒産を契機としまして，株式会社における監査制度の充実，拡張を企
図して，商法改正案の審議が昭和41年から開始されました。
他方，すでに証券取引法による公認会計士監査が実施されていましたのに
もかかわらず多くの粉飾事件が発生していました。そのため，この方面にお
ける監査体制の整備が図られるにおよび，監査手続きの修正（支配従属会社
との取引の監査を重視）や公認会計士の法人化（昭和41年6月より）などの
改良も図られました。
しかし，この種の状態を早期に発見するとともに，最悪の事態を未然に防
ぐためには，その歯止めとして，商法と証券取引法の両者を通じての監査制
度を，総合的かつ根本的に改善することが必要とされたのでありまして，と
くに，商法においては，有名無実のまま長年放置されてきました株式会社の
監査役監査制度を，再度，見直すべきことが緊急の課題となったのです。
また，この間，昭和51年から証券取引法に基づく銀行監査も導入されまし
たが，政治問題ともからんで，銀行の乱脈融資事件が発生しております。そ
こで，形骸化された株式会社の監査制度の立て直しを大きな柱としまして，
昭和49年に，さらに続いて昭和56年には大幅な商法改正が実現しました。お
そらく今回の改正は，事情の変わらぬ限りにおいて今世紀最後の改正といわ
れています。この改正の，一つの柱は，公認会計士による監査（会計監査人
監査）の商法への導入であり，もう一つの柱は，大・中企業に対する監鉦役
の権限の強化でありました。
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4. 会計監査人制度の導入
さて，昭和49年において， 「株式会社の監査等に関する商法の特例に関す
る法律」が制定されまして株式会社のうち資本金額が一定額以上のものにつ
いて会計監査人の監査を受けることとなりました。それまでは，証券取引法
適用会社でない限りは，どれほど巨額の資本金を有する株式会社であって
も，職業会計士による財務諸表監査を受ける必要はありませんでした。
しかし，大会社である以上，たとえ株式が分散されていない場合であって
も，債権者・取引先・従業員等企業の利害関係者も多種多様になり，これら
の人々を保護する必要から，信頼ある適正な会計情報を提供することが，企
業の果たすべき社会的責任の一つであると認識されるようになったのです。
確かに，監査役による監査が，古くより実施されていたことについてはす
でに申し上げた通りですが，その成果が一向に上がらず，おりしも多くの中
堅企業の倒産劇の後を受けての商法改正によって，一つの重要な施策とし
て，監査役監査制度のより一層の強化と充実をはかったこと，さらにもう一
つの新たな施策として，会計監査人監査制度の導入が図られたことが，法定
監査を強固なものとさせたといえるでしょう。
商法特例法によって会計監査人の監査を受けることを義務づけられた株式
会社の範囲は資本金 5億円以上または負債額200億円以上の株式会社であ
り，その監査の対象となる計算書類は，貸借対照表・損益計算書•利益処分
案または損失処理案・営業報告書（会計に関する部分に限る）およびそれら
の附属明細書であります。
（本稿は学部共同研究費の援助をえている）
